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研究成果の概要（和文）：本研究は、就労支援で先駆的な横浜市と豊中市とを対象に、基礎自治体と地域組織への聴き
取りや観察を行なった。ワークファースト・アプローチとサービスインテンシブ・アプローチの二概念は、就労支援の
実態をうまく把握できない－－これが理論面での出発点だ。
　知見を数点記す：労政部門と福祉部門の連携は価値観の相違の認識から始まり時間を要する／中小企業への経営支援
が就労の「出口」を創り出す／協同労働やひとり親女性支援の自営業は経営は困難だが居場所・関係性の機能がある／
このようにして「顔の見える労働市場」が創出されていく。以上より本研究は「半福祉・半就労」は新しい生き方・働
き方のモデルとなるべきだと主張する。

研究成果の概要（英文）：Our project tried to grasp more deeply the realities of practices to support peopl
e with difficulties for finding and continuing jobs through interviews with and observation of various org
anizations in the City of Yokohama and Toyonaka, which are progressive in this policy area. We started wit
h a theoretical idea that "work first approach" and "service intensive approach" cannot grasp the realitie
s above.
Several findings are: because the coalition between the labor and welfare sections begins with recognizing
 the difference of what is desirable for their clients, it takes much time./business support for small and
 medium sized companies leads to the creation of "exit" for jobs./cooperative work and small business for 
single mothers are hard to survive, but the members can feel comfortable and have good relations./this is 
how the "labor market with knowing each other" is created. Based on the above we insist that "half-wefare 
and half-work" should be a new model of our life and work.
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１．研究開始当初の背景 

現代の日本は、誰もが何度でも労働からはじ

き出され得る一方で、人びとを労働へと参加させ

ることを、社会統合・システム維持の手段としてま

すます重視するという、就労の保障・促進に大き

な負荷のかかった社会である。そこでは、田端編

著（2006）が指摘したように、国と自治体とが果た

すべき（だとされる）責任と役割が、一層増えてき

た。 

 

２．研究の目的 

では自治体、とくに、住民サービスに最も近い

ところに存在する基礎自治体（区市町村）は何を

すべきだろうか。何ができるだろうか。それを明ら

かにするため、本研究は、就労支援において先

駆的な横浜市と豊中市とを対象に調査分析を行

なってきた。 

私たちの理論面での出発点は、「ワークファー

スト・アプローチ」と「サービスインテンシブ・アプロ

ーチ」という、就労支援を研究対象とするさい用

いられることの多い概念は、就労支援の実態をう

まく把握できない、ということであった。これら二概

念は、マクロな政策の特徴や傾向性を描くもので

はあるが、現場での「効果的な」支援の複雑さ・

微妙さを、必ずしも充分に捉えることができない

のである。 

本研究では、以下のようなリサーチ・クエスチョ

ンを設定した：自治体の人員配置や異動、人材

育成にはどのような事情があるのか。さまざまな

様態をもつ民間組織（民間＝営利企業、ではな

い）の、強み・弱みは何か。事業委託にともなう難

しさや課題は何か。財源はどこからで、時限は何

年か。事業の最前線で働く支援者の雇用は安定

的なのか、キャリアを積んでいけるのか。連携や

協働といっても、解消の容易でない価値観の相

違が存在するのではないか。成果がいまひとつ

の事業を、「無駄だ、廃止だ」と評してよいのか

……。これらの問いに対する私たちの解につい

ては、４において言及する。 

さきほど、「現場での「効果的な」支援の複雑

さ・微妙さを捉える」と述べた。ただし私たちは、

「どんな支援が効果的か」ということを、狭い功利

的な観点だけで捉えたかったわけではない。もち

ろん、そのつきとめは重要であり、私たちは効果

的な支援について、次のように考えている。要約

的にいえばそれは、一定の強制はともないながら

も、支援対象者本人の主体性や意志、可能性を

最優先に尊重した支援である。そういう支援を行

なうために、地域のさまざまな機関（自治体の各

部門、NPO、企業など）が、それぞれの機関の持

ち味を活かしながら、地域の資源を充分に活用

しつつ、連携する、というものである。 

だが繰り返せば、効果的な支援のつきとめだ

けでは充分ではない。なぜなら、就労支援の現

場で汗をかく人びとの実践のなかには、私たちの

社会的・精神的・経済的生活を貧しくしている支

配的な価値と仕組みを覆すであろうパワーが存

在するのであり、それを社会構想の元手とすべき

だからである。そのパワーとは、「こんな働き方が

もっと広がったら、たしかに地域は喜びと活気に

溢れるだろうなあ」、「そのような支援のネットワー

クが張りめぐらされたら、多くの人びとがしんどく

ても何とかやっていけるだろうなあ」といったビジ

ョンなのであり、私たちはそれを探りあててゆきた

いと考えたのである。 

どんな就労支援をどこまでするのかということ

は、その専門家や実践者だけに任せることでは

ない。なぜなら、私たち市民の金を投入すること

に関わっているからだ。私たち自身がその決断

を問われているのであり、これが行政のアカウン

タビリティを問うということである。それは結局のと

ころ、「私たちはどんな価値を重んじ、どんな社会

のあり方や生活の仕方を望んでいるのか？」とい

う自分（たち）自身の問い直しが不可欠とする。

つまり本研究は、基礎自治体の就労支援という

テーマにおいて、公共的な討論を厚くするという

重要な社会的課題に、ささやかながら貢献した

いのである。 

 

３．研究の方法 

具体的には、上記の二市において、これら基

礎自治体の関係部署、NPO や社会福祉協議会、



 

人材ビジネスや地元中小企業など、さまざまな組

織へのインタビューや観察・見学を実施した。 

 

４．研究成果 

 紙幅が限られているので、主な知見のみを記

す。前述したように、効果的な就労支援とは、一

定の強制はともないながらも、支援対象者本人

の主体性や意志、可能性を最優先に尊重した支

援である。だが、こうした寄り添い支援は必要条

件であって十分条件ではない。効果的な就労支

援には、就労の「出口」を創り出すことが不可欠

である。この「出口開拓」は、地元の中小零細企

業に「社会的貢献」の精神を求めることではうまく

いかない。それはいかにも、旧来的な行政の発

想である。そうではなく肝心なのは、中小零細企

業への業務支援である。日々の商売や物づくり

において何で困っているのか。それは作業組織

の構成や人材問題とどのように結びついている

のか。そうした経営相談にのりながら具体的なビ

ジネス上の提案をしていくこと、それも就労支援

の重要な一部分となる。だから豊中市では、支援

対象者一人ひとりへのカウンセリングに加えて、

「出口開発」「職域開発」チームが配置され、カウ

ンセラーらと連携しているのである。これは横浜

市でも同様で、たとえば（生活）保護課では、相

談的業務はケースワーカーが、求人開拓はそれ

に熟達した外部組織（人材企業）に委託し、ケー

ス会議を定期的に開きつつ、合同的に仕事をし

ている。 

 以上は、いわゆる「一般的就労」における「出口

開発」「職域開発」である。だが、人びとが働き生

きていく場は、そこに限定される必要はない。雇う

－雇われるという関係ではない、協同労働という

働き方もある。また、雇う－雇われるという関係が

あったにしても、それはほぼ形式であるような働

き方もある。これらのいずれにせよ、何をビジネス

にし、仕事をどのように切り分け分担するのか、

そういったことも、誰か指揮命令者から与えられ

るのではなく自分たちで考案・相談する。このよう

な働き方・働く場は、メンバーにとって、経済的報

償を得る機会であることのみならず、お互いの個

人の尊厳を満たすような社会的関係を取り結び

維持する機能を果たし、居場所となる。これに相

当するのは、横浜市で、ワーカーズコープとワー

カーズコレクティブが共同で試みた、高齢者の生

活ニーズと就労困難な若者のパワーを結びつけ

るという、仕事起こし・職業訓練（暮らしのサポー

ト・プロジェクト、通称「くらサポ」）である。豊中市

の、ひとり親女性がリビング・ウェイジ（社会保障も

含む）を稼いでいける社会的企業――「銀座食

堂」――も同様である。もちろん、「こうした事業は

最低限の利潤を出しながら続けられるべきだ」と

いう経営的発想に立てば、「くらサポ」にも「銀座

食堂」にも多大な困難がある。だが、この発想自

体、疑問に付されてもよいのではないか。公的な

資金援助が否定される絶対的根拠はない。それ

は「私たちはどんな価値を重んじ、どんな社会の

あり方や生活の仕方を望んでいるのか？」という

問いに対する、私たちの選択の関数だからであ

る。 

 上記の問いは、抽象的・観念的なものにとどま

ってはならないだろう。この点で興味深いのは、

豊中市における中間的就労支援事業の 1 つ「花

とみどりの育成管理体験事業」だ。この事業受託

者の「豊中緑化リーダー会」は、種や苗、肥料な

どの材料費を拡充し、育てた作物を販売している

ボランティア団体である。同団体のメンバーは、

受け入れた「実習生」が生活保護を受けているか

関知しておらず、彼らへの支援の効果を評価し

てもいない。メンバーは、生活保護受給者のこと

を、ともに活動する、少し困難をもった「実習生」

と捉えている。このような活動こそが、人びとの社

会的まなざしを、ひいては社会のビジョンの描き

方を変えていくであろう。 

 さて、「一般的就労」にせよ「社会的就労」にせ

よ、効果的な就労支援が果たされるには、一つ

一つの事業や組織が単体で機能するだけでは

不可能である。自治体を含んで、地域に支援の

ネットワークができ維持されることが必要だ。着眼

すべきことに、豊中市でのこうしたネットワーキン

グの中心人物のひとりは、いわゆる「よそ者」であ

る。このことは、「地元のことは地元の人が一番よ



 

くわかっている」という「通説」を問い直す。さらに

敷衍してみれば、支援人材の地域間格差（都市

部と地方部の格差）をどう解消するかという問い

にも新たな光を当てる事実となろう。 

 なおネットワーキングに関していえば、公共職

業訓練校の存在を等閑視してはならない。横浜

市は自前の訓練校をもっている唯一の基礎自治

体であり、母子家庭の母や生活保護受給者の優

先枠を設定するなど、さまざまな就労困難者を受

け入れる制度を整えている。留意すべきなのは、

職業訓練校は（ソフトスキルを含めた）職業能力

の訓練だけを行なっているのではない、という点

だ。というのも、横浜市中央職業訓練校は、実習

先企業や修了生が就職した企業などとのコンタ

クトを緊密にし、次の修了生の就職候補先として

維持しているからである。「職業訓練は職業訓練、

職業斡旋は職業斡旋」といったように、機能を分

断した発想を改めるべきである。Dewey が『学校

と社会』第 3 章で述べたように、「およそいっさい

の浪費［金銭や物品の浪費というよりはむしろ人

間生活の浪費］は、物事が孤立させられているこ

とに起因する」からだ（引用中の［  ］は引用者

の補記）。 

 自治体内部に視点をもっと移してみよう。しばし

ば指摘されることだが、行政組織は基本的に「タ

テ割り」である。局－部－課－係といった組織の

区分に沿って予算が配分され執行されるという手

続きが存在することによってそうなる。したがって、

より効果的な支援を果たすには、組織の区分を

支援のありように合わせるべきなのであって、そ

の逆ではない。だが、実際はそうなっていない。

かくして縦割り組織のなかで業務を遂行している

と、各部署での「こうするのがあたりまえだ」「こうあ

るのが望ましいのだ」といった価値観が、職員に

身体化されて共有されていく。したがって、部署

間での連携とは、実はこうした価値観の相違に気

づき、認め合うことから始まる。たとえば豊中市で

は、福祉部門（福祉事務所）からすると、労政部

門（雇用労働課）における就労支援のテンポはゆ

ったりしすぎに、最初は思えたのである。このよう

な価値観の相違は、おいそれとは解消されない。

だから部署間の連携には時間がかかる。連携な

るものを形式的に用意しても、それはすぐに形骸

化するだろう。したがって、「時間がかかる」では

なく「時間をかける」と捉えるべきである。 

 もっとも、自治体内の部署間の連携と一口にい

っても、自治体組織の規模と構造の相違には留

意が必要だ。横浜市は人口最大の基礎自治体・

指定都市であり、他方、豊中市は中核都市であ

る。横浜市の就労支援はいわば多極型で、支援

経験の豊富な民間諸団体が各部局の事業を受

託し、市はそれらのネットワーク化を進めている。

豊中市の場合は雇用労働課が事業推進のハブ

となり、大阪市など近隣の大都市で活動を続け

てきた社会的企業や、困難を抱える若者や障害

者の就労支援などに関わってきた人材を地域に

呼びこみながら、新たな支援拠点を創り出してい

る。自治体組織の規模と構造の相違は、連携の

仕方にも相違をもたらすのである。 

 横浜市にせよ豊中市にせよ、以上のような実践

をとおして、「ネットワークの張りめぐらされた労働

市場」を創り出している。この労働市場は、労働

力の売り手も買い手が形式的につながってでき

ているようなものではない。求人企業や就労先組

織、支援対象者、就労支援組織、行政、地域に

住まう人びとらが、その濃淡はあれ「あの人なら

知っている」「あのとき一緒に仕事をした」といっ

た関係性のある、つまり「顔の見える労働市場」な

のである。このような、人格と身体性をともなった

社会的関係が、労働力の売買という本来的には

無機的な経済的関係を貫いてこそ、「自治体とい

う公的な存在によって保障されているから安心で

きる」と、労働力の売り手も買い手も、そしてまた

就労支援者も、信頼することが可能な労働市場

となるのだ。 

 ただし、二市ともに課題も多い。最も深刻なの

は、行政内外を問わず、各組織・部署において、

支援関係者の継続性を担保することが大変に困

難だということである。その原因は、財源が少な

いことのみならず、それが基本的に単年度だとい

う点にある。したがって、事業受託機関もまた、1

年時限のプロジェクト単位で就労支援者を雇用



 

せねばならない。つまり 1 年ごとの契約社員を雇

うことになるのだが、それ以前に、その事業が翌

年も受けられるかが保障の限りではない。不安定

な人びとが不安定な人びとを下支えするという支

援の脆弱さが現実なのだ（この状態を早急に改

善するには、せめて委託期間を 3 年に延長すべ

きである）。庁内にしてもそうである。職員は 2～3

年で異動することが一般的なので、ただでさえ乏

しい就労支援のノウハウが当人にも当該部署に

も蓄積されにくい。そのうえに、労政部門や福祉

部門は（だけではないが）、「最低限」の正規職員

と多数の臨時職員・契約職員によって、かろうじ

て業務を回している状態なのである。 

 以上のような、就労支援という営みの現実を見

つめていると、「成果」がいまひとつの事業を、簡

単に「無駄だ、廃止だ」と評してよいわけではな

い、といえるだろう。私たちに必要なのは、就労

支援の現場で汗をかく人びとの実践のなかに存

在する、私たちの社会的・精神的・経済的生活を

豊かにするビジョンやその具体化について知り、

どんな社会で生き働いていきたいか自問し尋ね

合うことなのである。日本における「普通」ではな

い「普通の働き方」を顧みれば、私たちの働き

方・生き方は、就労困難な人びとのためにも、（さ

しあたり／たまたま）就労困難者ではない人びと

のためにも、もっと緩やかなものになって良い。そ

の緩やかさは、どうすれば実現できるのだろうか。

このように問うと、実は「半福祉・半就労」が、誰も

が何度でも就労からはじき出されうる社会におけ

る、新しい生き方・働き方のモデルとなって良い

のだ、という結論に至るのである。 

 単に就労困難な人びとの支援だけではなく、社

会全体の welfare（より良く・善く生きてゆけること）

という点においても、就労支援の着実な前進が

望まれる。この支援は、この社会においてまだ着

手されたばかりの新たな公共サービスの領域で

ある。人生における一つのつまずきが命取りにな

るような社会を、誰もが安心して働き、子どもを産

み育て、幸せに年老いていけるような社会へと変

えていきたい。そのために、ネットワークが張りめ

ぐらされた労働市場の構築につながるような、就

労支援のコンダクターとしての役割を基礎自治

体に期待する。本研究が、「私たちの行政のアカ

ウンタビリティの問い方を問いなおす」という目的

をもって事例を検討してきた結果として、心から

そう期待するのである。 
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